
 
 

資料３ 
（案） 

 
市有財産定期建物賃貸借契約書 

 
 貸付人新潟市（以下「甲」という。）と借受人▲▲（以下「乙」という。）とは，次の条項により市有財

産について借地借家法（平成３年法律第９０号。以下「法」という。）第３８条の規定に基づく定期建物賃

借権の設定を目的とした借家契約を締結する。 
 
 （貸付物件） 
第１条 甲は，甲が所有する次の財産（以下「貸付物件」という。）を乙に貸し付け，乙はこれを借り受 
ける。 

 建物 
施設名称 新潟市歴史博物館 旧第四銀行住吉町支店の一部 
所在地  新潟市中央区柳島町２丁目１０－２ 外 
貸付場所 ▲▲▲▲ 

  面積   ▲▲▲▲㎡ 
 
 （使用目的） 
第２条 乙は，貸付物件を，▲▲▲▲として利用計画（工作物の配置計画を含む）及び事業計画書どおり

の用途に自ら使用し，甲の承認を得ないで変更してはならない。 
２ 乙は，貸付期間を通じて，次の各号に掲げる事項に十分な配慮を払わなければならない。 
（１） 歴史的建造物としての価値を保ちながら活用を図ることに配慮した上で，歴史博物館及び周辺

地域の賑わいづくり・魅力創造ならびに来訪者の楽しみづくりに貢献できるような事業を行う

こと。 
（２） 近隣の環境と調和の取れた利活用を行うこと。 

 
 （貸付期間及び貸付物件の引渡し） 
第３条 貸付期間は，令和▲年▲▲月▲▲日から令和１１年３月３１日までとする。 
２ 甲は，貸付期間の初日に貸付物件を乙に引き渡すものとする。 
 
 （契約更新等） 
第４条 本契約は，法３８条の規定に基づくものであるから，法第２６条，第２８条及び第２９条第１項 
並びに民法（明治２９年法律第８９号）第６０４条の規定は適用されないので，契約更新に係る権利は

一切発生せず，前条に定める期間満了時において本契約の更新（更新の請求及び建物の使用の継続によ

るものを含む。）は行われず，貸付期間の延長も行われないものとする。 
 
（貸付料） 

第５条 貸付料は，次に掲げるとおりとする。 

年次 期間 貸付料の額 

第１年次 令和▲年▲▲月▲▲日から令和６年３月３１日まで ▲円 

第２年次 令和６年 ４月１日から令和７年３月３１日まで ▲円 

第３年次 令和７年 ４月１日から令和８年３月３１日まで ▲円 

第４年次 令和８年 ４月１日から令和９年３月３１日まで ▲円 

第５年次 令和９年 ４月１日から令和１０年３月３１日まで ▲円 

第６年次 令和１０年４月１日から令和１１年３月３１日まで ▲円 

 
 （貸付料の納付） 



第６条 前条に定める貸付料は，各年次について次に定めるところにより甲の発行する納入通知書により

納付しなければならない。ただし，第１年次は甲が指定する納付金額及び納付期限とする。 
年次 回数 納付金額 納付期限 備考 

各年次 

第１回 ▲円 ４月３０日 納付期限が閉庁日又は

金融機関の休日に当た

るときは，その翌開業日 
第２回 ▲円 ７月３１日 
第３回 ▲円 １０月３１日 
第４回 ▲円 １月３１日 
計 ▲円  

 
 （光熱水費等の負担） 

第７条 乙は，貸付物件に係る光熱水費・通信費・清掃費・衛生関係諸費・除雪費・植栽管理費・消耗品

費等を負担し，損害保険契約（借家人賠償）に加入しなければならない。 

２ 乙は，前項に定めるもののうち貸付物件の使用に係る光熱水費等の実費について，甲の請求がある場

合は，甲の定める方法により当該実費を支払わなければならない。 

 

（遅延損害金） 

第８条 乙は，第５条による貸付料，第７条による光熱水費等及び第１３条による違約金を甲が定める納

入期限までに納入しない場合には，納入期限の翌日から納入した日までの期間について，新潟市公有財

産規則（昭和５９年規則第１９号）で定める割合により算定した遅延損害金を甲に支払わなければなら

ない。 
 
 （使用上の制限） 
第９条 乙は，貸付物件について，第２条について規定する使用目的，利用計画及び事業計画の変更若し

くは貸付物件の模様替え又は改造等により原状を変更しようとする場合，事前に変更する理由及び変更

後の目的等を書面によって甲に申請し，その承認を受けなければならない。 
２ 前項に基づく甲の承認は，書面によるものとする。 
 
 （禁止事項） 
第１０条 乙は，貸付物件の賃借権を第三者に譲渡し又は貸付物件を第三者に転貸しようとするときは，

事前にその理由を記載した書面によって甲に申請し，その承認を受けなければならない。 
２ 前項に基づく甲の承認は，書面によるものとする。    
３ 次の各号に掲げる事項の用途に使用してはならない。 
（１）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）第２条第１項に

規定する風俗営業，同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業又は同条第１３項に規定する接客業

務受託営業その他これらに類する業の用途 
（２）新潟市暴力団排除条例（平成２４年新潟市条例第６１号）第２条第２号に規定する暴力団及び同

条第３号に規定する暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を有する者並びにそ

の他の反社会的団体及びそれらの構成員がその活動のために利用するなど，公序良俗に反する用途 
（３）政治的用途又は宗教的用途 

 
 （物件保全義務） 
第１１条 乙は，善良な管理者としての注意をもって貸付物件の維持保全につとめなければならない。 
２ 貸付物件に係る乙の責に帰すべき修理費用は，乙の負担とする。 
３ 前項の規定にかかわらず，乙は貸付物件の維持保全に係る費用（清掃の費用，照明器具等の消耗品交

換工事の費用，その他設備の修理交換費用，および修理交換に伴い発生する処分費用を含む。）について

全て負担しなければならない。ただし，柱，天井，外壁等建物の基本構造部分等建物の使用上必要不可

欠な外壁構造物で甲が貸付物件の使用収益に必要不可欠と認めた修繕については，甲が必要不可欠と認

めた範囲について甲が修繕を行う。 



４ 甲が貸付物件の維持保全のために行う工事により，乙が貸付物件の全部または一部を使用できない場

合，乙は甲に対して名目の如何を問わず損失補償等を一切請求できないものとする。 
５ 乙は，貸付物件が天災その他の事由によって損壊し，第三者に損害を与えた場合には，その賠償の責

任を負うものとし，甲が乙に代わって賠償の責任を果たした場合には，乙に求償することができるもの

とする。 
 
 （実地調査等） 
第１２条 甲は，次の各号の一に該当する事由が生じたときは，乙に対し実地調査し又は参考となるべき

資料その他の報告を求めることができる。この場合において，乙は調査等を拒み，妨げ又は怠ってはな

らない。 
（１）第５条に定める貸付料及び第７条に定める光熱水費等の実費の納付がないとき 
（２）第９条及び第１０条に定める甲の承認を受けなかったとき 
（３）本契約に定める義務に違反したとき 

 
（違約金） 

第１３条 乙は，第３条に定める貸付期間中に，次の各号に定める事由が生じたときは，それぞれ当該各

号に定める金額を違約金として甲に支払わなければならない。 
（１） 第２条又は第１０条に定める義務に違反又は第１４条の２に該当した場合は， 

金▲円（貸付料年額の３倍の相当額） 
（２） 第９条第１項又は第１２条に定める義務に違反した場合は， 

金▲円（貸付料年額の相当額） 
２ 前項に定める違約金は，第１７条に定める損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。 
 
（契約不適合の際の責任） 
第１３条の２ 乙は，民法，商法及び本契約のその他の条項にかかわらず，貸付物件が種類，品質または

数量に関して契約の内容に適合しないことを理由として，履行の追完の請求，既納の貸付料の減免及び

損害賠償の請求並びに契約の解除をすることができない。 
 
 （契約解除） 
第１４条 甲は，次の各号の一に該当する場合は，この契約を解除することができる。 
 （１）甲が貸付物件を公用又は公共の用に供するため必要とするとき。 
（２）甲乙の責めに帰することができない事由により，業務の継続が困難となり，事業継続の可否につ

いて甲乙で協議が整わない場合で，書面により通知したとき。 
 （３）乙がこの契約に定める義務に違反したとき。 
 （４）乙が自己の都合により解除する場合で，貸付終了日の６か月前までに甲に書面により申請し，甲

が契約の解除に合意したとき。 
 （５）乙が貸付料その他の債務を納入期限から３ヵ月以上納入しなかったとき。 
 （６）乙または連帯保証人が破産，特別清算，民事再生，会社更生等の申し出を受け，または申立てを

したとき。 
 
 （暴力団排除措置による契約解除） 
第１４条の２ 甲は，乙が次の各号のいずれかに該当する場合は，催告を要することなく契約を解除する

ことができる。この場合において，解除により乙に損害があっても，甲はその損害の賠償の責任を負わ

ないものとする。 
 （１）暴力団又は暴力団員（新潟市暴力団排除条例（平成２４年新潟市条例第６１号）第２条第２号に

規定する暴力団又は同条第３号に規定する暴力団員をいう。（以下「暴力団員等」という。以下この

項において同じ。））であると認められる場合 
 （２）役員等（乙が個人である場合にはその者を，乙が法人である場合にはその役員又はその支店若し

くは営業所の代表者その他これらと同等の責任を有する者をいい，法人以外の団体である場合は代



表者，理事その他これらと同等の責任を有する者をいう。以下この項において同じ。） が暴力団員

等であると認められる場合 
 （３）暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる場合 
 （４）役員等が自己，その属する法人その他の団体若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者

に損害を加える目的をもって暴力団員等を利用したと認められる場合 
 （５）役員等が，暴力団員等に対して資金等を供給し，又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力

団の維持又は運営に協力し，又は関与していると認められる場合 
 （６）役員等が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有すると認められる場合 
 
 （原状回復等） 
第１５条 乙は，第３条に定める貸付期間が満了したとき又は第１４条及び第１４条の２の規定により本

契約が解除されたときは，自己の負担において貸付物件を原状に回復して甲の指定する期日までに返還

しなければならない。ただし，再契約のほか，甲が指示した場合にはこの限りでない。 
２ 本契約の終了時までに，乙が貸付物件を原状に復さないときは，甲は，乙の負担において，原状回復

にかかる措置をとることができる。 
３ この契約が終了し，乙が貸付物件を明け渡した後に貸付物件内及びその敷地内に残置した物件がある

ときは，甲は，乙がその所有権を放棄したものとみなして任意に乙の負担において，これを処分するこ

とができる。 
４ 本契約の終了時までに，乙が貸付物件を明け渡さないときは，乙は，契約終了の翌日から明け渡し完

了に至るまでの貸付料相当額の倍額の損害金及び貸付物件内における必要費（光熱水費等）の相当額を

甲に支払い，かつ明け渡し遅延により甲の被った損害を賠償しなくてはならない。 
 
 （貸付料の精算） 
第１６条 甲は，本契約が解除された場合には，既納の貸付料を日割でもって精算し，未経過期間に係る

貸付料を乙に返還する。 
 
 （損害賠償） 
第１７条 乙が，本契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたときは，その損害を賠償しなけ

ればならない。 
 
 （有益費などの放棄） 
第１８条 乙は第３条に規定した貸付期間が満了した場合又は第１４条若しくは第１４条の２の規定によ

り契約が解除された場合において，乙が支出した必要経費及び有益費等については，甲に対してその償

還等の請求をすることができない。 
 

①連帯保証人が個

人の場合 

（連帯保証契約） 
第１９条 連帯保証人は，甲に対し，乙が本契約上負担する一切の債務を極度

額▲▲▲▲円の範囲内で連帯して保証する。 

②連帯保証人が法

人の場合 

（連帯保証契約） 

第１９条 連帯保証人は，甲に対し，乙が本契約上負担する一切の債務を連帯し

て保証する。 

 
 （信義誠実等の義務） 
第２０条 甲及び乙は，信義を重んじ，誠実に本契約を履行しなければならない。 
２ 乙は貸付物件が市有財産であることを常に考慮し，適切に使用するように留意しなければならない。 
  
（契約の費用） 

第２１条 この契約の締結に要する費用は，乙の負担とする。 
 



（裁判管轄） 
第２２条 本契約に関する訴えの管轄は，新潟市を管轄区域とする新潟地方裁判所とする。 
 
 （特約又は特例等の措置） 
第２３条 この契約についての特約又は特例その他必要な事項については，別紙により定める。 
 
（協議） 

第２４条 この契約に定めのない事項について問題が生じたとき，又はこの契約条項の解釈について疑義

が生じたときは，甲乙協議のうえ解決するものとする。 
 
 
上記の契約の締結を証するため本契約書２通を作成し，両者記名押印の上，各自その１通を保有する。 

 
 
   令和▲年▲月▲日 
 
  貸付人  （甲）  新潟市中央区学校町通１番町６０２番地１ 
             
            新潟市 

新潟市長  中原 八一   印 
 
  借受人  （乙）  住所 ▲▲ 
            氏名 ▲▲         印 
 
  連帯保証人     住所 ▲▲ 
            氏名 ▲▲         印 
 
  



別紙 

 
第２３条の規定による特約又は特例等の事項 
 乙は、連帯保証人に変更が生じた場合は速やかに甲に届け出ること。 


